
1 
 

別紙 

提 案 書 の 記 載 事 項 

 

１．国立大学法人奈良国立大学機構における監査業務の提案 

（１）実施体制（令和７年度から令和９年度まで） 

① 監査計画（年間の監査実施日程、作業予定日数・人数） 

・年度ごとに記載してください。 

・監査項目（監査計画の策定、期中監査、期末監査、システム監査、事務所作業等）ごと 

に、監査（予定）日数及びどの職種の人員をどの程度投入するのか具体的かつ明瞭に記 

載してください。 

・監査（予定）日数に関しては、実際の往査（予定）日数についても記載してください。 

・上記監査従事予定人員については、監査従事者の職種別（監査責任者・現場責任者・ 

公認会計士・会計士補・その他等）に記載してください。 

② 監査チームの編成状況（実際に監査を行うチームの構成） 

・監査責任者・現場責任者・公認会計士・会計士補・その他等別に記載してください。 

なお、次年度以降で変更等が生じる場合や特記すべき事項がある場合はその旨記載し 

てください。 

 

（２）具体的な監査内容、監査方法及び特色 

・３年間を通じた監査の基本方針、着眼点及び重点項目等について明瞭かつ簡潔に記載して

ください。 

① 監査体制（全般的な監査業務の体制とフロー） 

・３年間分と令和７年度分を作成ください。 

②  監査方法（通常の監査，システム監査などのフロー） 

・３年間分と令和７年度分を作成ください。 

③  監査業務の特色（独自性など５点以内を提示） 

④ 監査に関する考え方，ポイント（着眼点，重点項目など５点以内を提示） 

⑤ 監査業務における心構え（５点以内を提示） 

  ⑥ 監事との連携に対する考え方及び具体的対応 

 

（３）監査従事予定者の実務経験の有無及び年数（令和２年度～令和６年度） 

・関与した業務の具体的内容及び法定監査業務の通算経験年数を下記の区分ごとに記載して

ください。国立大学法人における業務経験がある場合は、法人名を記載してください。 

① 国立大学法人における監査業務 
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② 国立大学法人における監査業務以外の支援業務 

  ③ 独立行政法人等における実務経験 

  ④ 民間企業等における実務経験 

 

（４）令和６年度の会計監査人業務実績 

   ① 国立大学法人の契約実績件数 

   ② 国立大学法人の担当者数 

 

２．令和７年度から令和９年度までの監査報酬見積費用 

（１）見積費用及び算定内訳（旅費等の必要経費を含む） 

  ・年度ごとに記載してください。 

  ・監査責任者及び現場責任者等の所要員数及び単価を明示してください。 

（２）見積費用の考え方（単価の算定根拠等） 

・監査日程等契約内容に大幅な変更が生じたときの処理方法も記載してください。 

 

３．監査法人等概要 

（１）名称、代表者氏名、所在地、出資金 

（２）直近の事業年度の業務収入（営業収益） 

（３）直近の事業年度の経常利益（当期利益） 

（４）人員（社員数、公会計部門対応者人員） 

（５）本法人を担当する事務所等の名称、所在地及び電話番号 

（６）関与会社数 

（７）日本公認会計士協会の実施した直近の品質管理レビューにおける監査上の重大な問題等

の指摘の有無及び金融庁からの行政処分の有無（有の場合はその内容） 

（８）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する事項 

   以下の認定等を取得している場合は記載するとともに認定証（写）等を提出して 

   ください。なお、内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人 

   については、相当する各認定等に準じて評価しますので同様に提出してください。 

① 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定 

（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）又は、一般事業主行動計画の策定 

（常時雇用する労働者の数が 100 人以下のものに限る） 

② 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラ 

チナくるみん認定企業・トライくるみん認定企業） 
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③ 青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用推進法）に基づく認定（ユースエー 

 ル認定企業） 

 

４．その他参考事項 

（１）監査契約に含まれる支援業務 

 会計研修・説明会等の支援業務に関して提案がある場合は記載してください。 

 （不正使用防止に係る教職員向け研修会、会計実務担当者向け研修会等） 

 


